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○南海トラフ・南西諸島域におけるプレートの変動による地震・津波

日本の災害リスク

○日本海における断層を原因とする地震・津波

○都市における地震

・南海トラフ巨大地震の今後30年以内の地震発生確率は70％

・南西諸島域は、南海トラフにおける地震の発生と連動して地震が

起こる可能性があるが、海底の構造や過去に発生した地震・津波

のデータが少ない

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

※中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ

南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）より、被害が最も大きい場合を抜粋

・日本海では太平洋側のプレート境界地震に比べて、調査・観測等が少ない

・近年、マグニチュード７クラスの地震による津波が発生

・平成23年の東日本大震災の後、津波防災地域づくりに関する法律が制定

各都道府県知事が津波浸水想定を設定する必要が生じたが、日本海に

おける波源断層についてのデータが不足しており、対応に苦慮

・日本海沿岸の自治体から、日本海側の調査研究体制を厚くするよう要望あり

日本海地震・津波調査プロジェクト

・首都直下のマグニチュード（Ｍ）７クラスの地震の

今後30年以内の発生確率は70％

・都市圏では、地震を原因とする建築物の倒壊や

市街地での火災の発生が大きな課題

都市の脆弱性が引き起こす

激甚災害の軽減化プロジェクト

※中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ

首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）より

○地域の特性に応じた災害

・地域ごとに様々な災害のリスクがある

・東日本大震災後に、地域の防災が見直

され、地域と密着した地元の研究機関や

大学が自治体や住民と連携し、研究の

成果を防災に生かす必要性が増加

地域防災対策支援研究

プロジェクト

・能登半島地震（平成19年）…M６．９、津波 ２２cm

死者・負傷者 約350人、住宅被害 約３万棟、被害額 約350億

・新潟県中越沖地震（平成19年）…M６．８、津波 約１ｍ

死者・負傷者 約2300人、住宅被害 約４万棟、被害額（推計）約１兆５千億円

Ｍ７クラスの地震が発生した場合の最大想定（※）

死者 約1.1万人 経済的被害 約95兆円

吹雪 火山 液状化現象

最大クラスの地震・津波が発生した場合の想定※

死者 約32 万人（東海地方が大きく被災した場合） 経済的被害 約220兆円



事業の概要

防災基本計画に基づき、地方自治体の防災施策に活かすため、地震・津波の切迫性が高い地域や調査が不十分な地域において、

重点的な地震防災研究や防災力向上のための研究を実施。

◆社会の防災力向上のための研究

○地域防災対策支援研究プロジェクト

実施主体：防災科学技術研究所 他 40百万円（40百万円）

地域の防災力の向上のため、全国の大学等における理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果をまとめるデータベースの構築とともに、大学等の研究成果

の展開を図り、大学・自治体・事業者等の防災・減災対策への研究成果の活用を促進する。

◆地域における重点的な地震防災研究

○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

実施主体：海洋研究開発機構 他 298百万円（331百万円）

○日本海地震・津波調査プロジェクト

実施主体：東京大学地震研究所 他 387百万円（430百万円）

日本海側では観測データ等が不足し、自治体の地震・津波の想定

や防災対策の検討が困難な状況にあることから、自治体の要望

等も踏まえ、日本海側の地震・津波像の解明等を行い、地域の防

災・減災対策につなげる。

（具体的取組）

・海底地殻構造の調査観測

・地震・津波の発生メカニズムの解明

・地震・津波発生シミュレーション

・地域の防災リテラシーの向上 等

津波石調査

津波・地震動シミュレーション研究

海溝型巨大地震と内陸地震の関係

海陸統合探査によって得られた

新潟地域の震源断層モデル

（H25～H32（８年間））

（H25～H32（８年間））

（H25～H29（５年間））

平成２９年度予算額 ： 731百万円

（平成２８年度予算額 ：1,180百万円）

○都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト

372百万円（H28）

実施主体：東京大学地震研究所、京都大学防災研究所 他

首都直下地震等の人口・経済・政治的機能が集中する都市の大災害

の被害軽減を図るため、地震被害像の把握や

建物被害推定技術等の研究開発を行う。

（具体的取組）

・地震被害予測シミュレーション

・建物被害推定モニタリングシステム開発

・情報提供システムの開発及び防災リテラシー

の向上 等

MeSO-net観測

（H24～H28（５年間））[終了]

（具体的取組）

・大津波の発生要因となるトラフ軸沿いの調査観測

・長期評価を実施するための南西諸島周辺海域の

データ取得

・地震・津波発生メカニズムの解明

・地震動・津波発生・被害予測シミュレーション

・被害予測に基づく地域の防災・減災対策、

復旧復興計画の検討

南海トラフで発生する巨大地震・津波による

被害軽減を図るため、巨大津波発生の解明や、

長期評価を実施するためのデータ取得、

広域の被害予測シミュレーションを行い、

防災・減災対策や復旧復興計画の検討を行う。

○海底地殻変動観測技術の高度化

実施主体：東北大学 他 200百万円（H25）

今後予想される巨大地震の測定震源域におけるプレート境界の固着状態の解明に貢献するため、海底地殻変動観測の測位精度向上のための研究を実施する。

（H22～H25（４年間））[終了]



防災基本計画上の研究・観測等の位置づけ

国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本となるべき計画を作成し、及び法令に基づきこれ

を実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等が処理する防災に関する事務又は業務の実施の推進とそ

の総合調整を行ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。（第三条第二項）

第２編 各災害に共通する対策編

第１章 災害予防 第４節 災害及び防災に関する研究及び観測等の推進(1) 災害及び防災に関する研究の推進

○国は，防災に係る見地から，災害及び防災に関する科学技術及び研究の振興を図るとともに，海外研究機関を含む研究機関間はもと

より，研究機関と行政機関との連携を推進し，防災施策に活かしていくものとする。

○国〔内閣府，文部科学省，気象庁等〕は，災害及び防災に資する基本的なデータの集積，各種試験研究施設・設備の充実・整備，研究

所や大学等における防災研究の推進，防災技術の研究開発の推進等を図るとともに，その成果を地方公共団体等の関係機関が活用で

きるように努めるものとする。(2) 災害予知・予測研究及び観測の充実・強化等

○国〔文部科学省，気象庁，内閣府等〕は，災害予知・予測研究及び観測体制・施設の充実・強化を図るものとする。

○国〔内閣府，文部科学省，気象庁等〕は，研究機関等の行った観測研究の成果が防災体制の強化（風水害においては災害危険区域

の指定を含む。）に資するよう，国，地方公共団体等の防災機関への情報提供等を推進するものとする。(3) 工学的，社会学的研究の推進

○研究分野としては，災害そのものの理学的・工学的研究のみならず，災害時の人間行動や情報伝達等の社会学的分野についての研

究も積極的に行うものとする。

第３編 地震災害対策編

第１章 災害予防 第４節 地震災害及び地震防災対策に関する研究及び観測等の推進(1) 地震災害及び地震防災対策に関する研究の推進

○第２編１章４節(1)「災害及び防災に関する研究の推進」

○第２編１章４節(2)「災害予知・予測研究及び観測の充実・強化等」

○国〔文部科学省，気象庁，内閣府等〕は，関係機関間の緊密な連携を図りつつ，観測データ及び研究成果の流通の促進，活断層等の

観測研究の推進，観測研究体制の充実等を推進するものとする。

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）（抄）

防災基本計画（平成２９年４月）

国、地方公共団体の防災施策に生かすための研究・観測が求められている



観測・調査 シミュレーション 地域社会への還元

シミュレーションのために不足して

いるデータの収集

未来に発生する地震や津波の

精緻な予測

観測・調査やシミュレーションでの成果を自治体や住民に共有し、防災対策に活用

事業の成果の例（１）

観測・調査 シミュレーション 地域社会への還元

地震・津波の切迫性が高い地域での

シミュレーションのためのデータ収集

未来に発生する地震や津波の

精緻な予測

観測・調査やシミュレーションでの成果を自治体や住民に共有し、防災対策に活用

○日本海地震・津波調査プロジェクト

○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

新たな知見に基づき断層モデルを構築

徳島県国土強靱化

地域計画に反映

愛知県碧南市において地震による被害予測と行動計画

の策定、ハザードマップや学習教材の作成・活用

地域でのシンポジウム・

産官連携のワークショップ

海域プレート・断層構造研究

海底の地下構造の調査、

津波堆積物調査等を実施

津波の波高予測・強震動予測を実施

津波のシミュレーションについて

結果を石川県などに提供

富山県津波浸水想定に反映（2017年5月）

新潟県においても想定見直し予定

地下構造調査の結果を

北海道の防災委員会で

発表依頼

鳥取県津波浸水想定部会（Ｈ27）

へ情報提供

富山県、新潟県、鳥取県、北海道等に

情報を提供、政策立案に活用

自治体・専門家・市民を対象とした

研究会・講演会の開催

内閣府「南海トラフ沿いの大規模

地震の予測可能性に関する調査

部会」における被害想定に活用

和歌山県由良町において

シミュレーション結果を用いた

事前復興計画を策定

地震発生サイクルのシミュレーション

南西諸島の調査・観測による新たな

知見をまとめた論文が雑誌「Nature 

Communications 」に掲載

愛知県の地震対策

アクションプランに

震度モデルが活用

海域地震・津波履歴調査



事業の成果の例（２）

調査研究 地域社会への還元

都市における地震像・地震被害を検証 研究成果の国・自治体の政策立案への活用、新たに開発したシステムの被災時の活用

S造18F

RC造6F

杭・基礎・上部構造物

杭・基礎

建物モニタリング手法開発

杭基礎等の崩壊余裕度の定量化

スーパーコンピューター

およびMeSO-net

による地震被害評価技術

MeSO-net

制御震源による地下探査

被災者生活再建

支援システム

職員参加型研修プログラム

○都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト

○地域防災対策支援研究プロジェクト ○海底地殻変動観測技術の高度化

観測・研究・社会実装 社会への還元

最新の防災システムの構築を目指した研究・実践 研究成果の展開

観測・研究

日本海溝沿いの観測点の多点化

観測の精度向上（誤差５㎝→１㎝）

長周期地震動に対する超高層

建築物の損傷の評価

についての新たな知見

高度地下構造モデルによる

新たな地震像の解明

東京都防災会議の被害想定

の見直しに貢献

中央防災会議（内閣府）の

会議に活用

地震時の被害やライフラインの復旧情報等を

シミュレーションできるＨＰを公開

地震対策ハンドブックを

全国病院スタッフ向けに配布

「 統合 化 地域 防 災実 践支 援 Web
サービス」を試作、試験運用を実施

各地域の防災研究や既存の研究成等の

情報を統合し、地域防災担当者の

活用につなげる

北海道中標津町と周辺地域での雪氷防災対策

吹雪発生予測システム、

モニタリングシステムの開発・高度化

中標津町での知見を生かし

周辺地区にも適用

学習会の開催

地域主体の火山防災力向上手法（臨床火山防災学）の研究開発

広報パンフレットの作成

地元小学校への

火山模擬授業実施

地域意見交換会

3Dプリンタによる

学習教材の作成

特性の異なる複数の火山を対象とすることで

汎用性のある地域主体の火山防災推進手法の開発を目指す

熊本地震の災害対応に活用

高層建築物の地震による被害の対策

首都圏での地震像を正しく知る

内閣府「南海トラフ沿いの巨大地震による

長周期地震動に関する報告」に成果を盛り込み

自治体防災関係者・専門家の協力による

システムの運用の実践



アウトカム・アウトプット

プロジェクト 成果目標及び成果実績

（アウトカム）

活動指標及び活動実績

（アウトプット）

日本海地震・

津波調査

プロジェクト

・日本海側の地震・津波発生モデルの構築、地震・津波発生予測の

進捗（論文数、学会発表数累計565回を目指す）

地域研究会の開催回数

・調査・研究成果の自治体、事業者等への共有、地域での活用

（テレビや新聞、雑誌などに掲載された件数累計78回を目指す）

南海トラフ広域

地震防災研究

プロジェクト

・地震発生域の調査と調査結果をもとにした地震・津波シミュレー

ションの進捗（論文数、学会発表数累積834回を目指す）

地域研究会の開催回数

・調査・研究成果の自治体、事業者等への共有、地域での活用

（テレビや新聞、雑誌などに掲載された件数累計234回を目指す）

地域防災対策

支援研究プロ

ジェクト

・様々な地域特性に応じた災害対応の研究成果を活用した効果的

な防災対策の検討

（論文数、学会発表数、シンポジウム、イベント、講演会開催数およ

び、マスメディア（主にテレビ）での報道回数累計503回を目指す）

地域報告会の開催回数

都市の脆弱性が

引き起こす激甚

災害軽減化

プロジェクト

平成24年度以降、論文数、学会発表数、テレビや新聞、雑誌などに

掲載された件数累計770回を目指す

全体ワークショップ・成果発

表会参加人数

海底地殻変動観

測技術の高度化

※平成25年で事業終了のため設定なし ※平成25年で事業終了の

ため設定なし



アウトカム・アウトプットの改善案（１）

事業の目的を達成するための、調査・観測、シミュレーションの進捗状況をアウトプットとして設定

●日本海地震・津波調査プロジェクト

※ 沖合反射法地震探査

沿岸反射法地震探査海域

海陸統合地殻構造探査側線

シミュレーション

(H29)
計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

・沖合反射法地震探査

山陰・北陸沖 北海道沖 東北沖

進捗

50％

石川～

福井県沖

・沿岸・海陸統合構造調査

計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

北陸沖

九州沖－

山陰沖

北海道－北東北沖

進捗

57％

新潟～

石川県沖

［富山・石

川県］

・シミュレーション

計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

北陸・山陰・九州 北海道・東北

進捗

40％

福井～

兵庫県沖

兵庫～

鳥取県沖

福井～

鳥取県沖

［石川県］

山口～

長崎県沖

［福井県］

鳥取県沖

［鳥取県］

新潟～

石川県

福井～

鳥取県

H27

H27H28

(H30)

(H31)

(H29)
(H30)

(H31)

H25
H26

H28

H26

H27
H28

（H29）

（H30）

（H31）

※ [ ] は海陸統合構造探査の実施地域を示す

（H31）



アウトカム・アウトプットの改善案（２）

事業の目的を達成するための、調査・観測、シミュレーションの進捗状況をアウトプットとして設定

●南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

H25-H28
H25-26,H28

計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

・プレート・断層構造研究

四国

南西諸島

※八重山を除く

・広帯域地震活動研究

計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

進捗

50％

日向灘

・シミュレーション

進捗

67％

進捗

33%

八重山

日向灘

四国中部

九州南方

九州南方

四国西部

八重山

南西諸島

（H29-H32）

H27-H28

H25
（H32）

（H29-H31）

計

画

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

実

施

南海トラフ・南西諸島

（震源域のパターンの構築）

（H27-32）

（H27-32）

（H27-32）

（発生する地震の

モデルの作成）

（シミュレーションの

実施）

※ プレート・断層構造研究

広帯域地震活動研究

シミュレーション



文部科学省事業と防災科学技術研究所の関係

・地震防災対策特別措置法に基づき、政府として地震に関する調査研究の

責任体制を明らかにし、一元的に推進するため設置された政府の特別の

機関（文部科学省に設置）

・平成21年に定めた「新たな地震調査研究の推進についてー地震に関する

観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な

施策ー」を踏まえ地震調査研究を推進

地震調査研究推進本部

地震防災研究戦略プロジェクト

（国直轄のプロジェクト）

防災科学技術研究所運営費交付金

・災害対策基本法に基づき、

内閣府に設置

・防災基本計画の作成、実施

等を所掌

中央防災会議（本部長：文部科学大臣） 防災基本計画

・国として、緊急的に研究すべき、地震・津波の切迫性の

高い地域、調査結果の蓄積がない地域が対象

・課題解決に必要なトップクラスの研究者を幅広い研究

機関から結集

・自治体の防災計画等の策定に不可欠な知見を得るた

めの研究を促進

・科学的知見を踏まえた防災行政を実現するための研究

開発

・国立研究開発法人として、国全体の地震・津波観測網

の運用

・上記の観測網から得られるデータを用いた研究を実施

・地震のほか、火山・豪雨・突風・竜巻・降雹・落雷・台

風・高潮・土砂災害・浸水・雪氷災害（雪崩・吹雪）等に

関する研究や自然災害情報の利活用研究を実施

・先端的な防災実験施設の安定運用及び共用促進

・防災科学技術研究におけるイノベーションの中核的機

関として、社会実装を見据えた産学官連携等を推進

【主な具体的実施事項】

・ 過去の地震・津波履歴から、将来の地震・津波規模を予測す

るために必要な以下の情報を収集

－ 海域の地下構造を調査

－ 海底の断層の形状調査

－ 文献や地質の検証による過去の地震・津波の把握

・ 上記の調査結果を用いたシミュレーション

・ 研究成果を地域社会へ還元する取組を実施

【主な具体的実施事項】

・ 地震計で観測された「地面の揺れ」の大きさから、地震到達時

の地震の大きさや被害を速やかに予測するために必要な観測

網の運用及び研究開発を実施 例）緊急地震速報

・ 実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）、大型降雨実

験施設、雪氷防災実験施設等の先端的な研究施設の運用及

び共用

※ 地震・津波、火山噴火、気象災害といった自然災害に対する防災科

学技術に関する研究開発を約150名の研究者で実施



参考資料



日本海地震・津波調査プロジェクト

○日本海東縁部では活断層が複雑に集中しており、ひずみ集中帯の重点的調査観測事業（H19～H24）において地震発生モデルを構築す

るなど調査観測を進めてきたが、北陸沖や北海道沖は調査未了域である。また、日本海西部では調査観測データが十分でない状況に

ある。

○日本海側の自治体では、東日本大震災以降、地震・津波の想定の検討が活発に進められているが、これに必要な調査観測データが不

十分であるため、地域単位で全く異なる基準で想定が進むなどの混乱が生じている。

○また、南海トラフや千島海溝付近の海溝型の巨大地震発生前後には、過去に背弧域（下図）において内陸や沿岸部の地震が発生して

いる事例が見られることから、海溝型地震と内陸沿岸地震との関連性を解明する必要がある。

概要

背景

日本海側の地震・津波発生モデルを構築し、地震・津波発生予測を行うとともに、海溝型地震と内陸沿岸地震

の関連性を解明する。これにより、日本海側の地域における地震・津波想定や防災対策の検討に貢献するととも

に、地震本部の長期予測に資する。

＜調査内容＞ （事業実施期間：H25～H32（8年間））

○「詳細な地殻構造やプレート構造の把握」（反射法地震探査、海陸統合構造探査）

○「津波波源モデルと震源断層モデルの構築」及び「津波波高・強震動シミュレーション」

○「海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの分析」

○研究者、自治体、事業者、ＮＰＯ等が集まり、研究成果を活用して防災対策等を検討する「研究成果展開のた

めの地域研究会」の開催

＜事業効果＞

○日本海側の地震・波源発生メカニズムの解明

○海溝型地震（南海トラフ地震等）と内陸沿岸部地震との関連性評価

○地震本部の地震・津波発生の長期予測の高度化

○自治体の地震・津波の想定検討、防災・減災対策への貢献

○地域の防災リテラシーの向上 等

海陸統合探査によって得られた新

潟地域の震源断層モデル

観測予定地域と海陸統合探査測線

海溝型巨大地震と内陸地震の関係

地域研究会の開催

背弧域

※反射法地震探査 →地下内部の浅い領域を把握

※海陸統合地殻構造探査 →地下内部の狭い領域（直線）の浅

深部を精密に把握

平成２９年度予算額 ：387百万円

（平成２８年度予算額 ：430百万円）



○南海トラフのM8～9クラスの地震の後30年以内の地震発生確率は高く（※）、中央防災会議は南海トラフ

の巨大地震について、マグニチュード9.1（最大震度７、最大津波高34m）、死者32万人の最大想定を発表

し、関係地域は防災・減災対策の一層の強化が求められている。

○本想定の検討には「東海・東南海・南海地震連動性評価研究プロジェクト（H20～24）」の調査結果の成果

が活用されたが、大津波の発生要因となる海溝軸付近の詳細構造は十分に調査されておらず、今後発

生する津波の実態を把握する上でもこの領域の調査観測等を実施することは極めて重要。

○南海トラフ沿い西方の南西諸島海溝周辺の領域は、過去に地震・津波が繰り返し発生した履歴が確認さ

れているが、地震の発生する場所、大きさ、繰り返し間隔が十分に分かっていない調査未領域で、地震

本部の長期評価（地震発生確率等の評価）が未実施。自治体の被害想定等のためにも調査観測が必要。

【南海トラフの想定震源域】

背 景

強震断層域

津波地震を検討する領域

新たな想定震源断層域（2011）

中央防災会議(2003)の
想定震源断層域

事業概要

南海トラフ

【南海トラフ震源域】海溝軸沿いの詳細構造、すべり履歴等調査する。こ

れに基づき、南海トラフ広域において津波シミュレーション研究を行

う。

【南西諸島震源域】地下構造探査、陸域津波履歴調査等の調査を行い、

これに基づき、地震・津波シミュレーションを行う。調査結果は地震

本部の長期評価にも役立てる。

本施策の防災への貢献

○地震・津波の正確な被害予測に基づく防災・減災対策

○人口変動等を考慮した円滑な復旧・復興に資する「復旧・復興計画」の策定

○住民の避難行動、自治体の応急対応、復旧・復興等に資する総合的な情報基盤システムの研究開発

○南海トラフの巨大地震により発生する津波の高精度な評価

○南西諸島付近における長期評価、自治体の地震・津波の被害想定への貢献

減災研究ワークショップ

地域特性に応じた動

的ハザードマップ研究

長期評価されていない領域

合同地域研究

会

津波石調査

南海トラフ震源域調査

巨大地震震源域調査研究

南西諸島震源域調査

都市計画や土地利

用開発への活用

南海トラフで発生する津波

の高精度予測

津波・地震動シミュ

レーション研究

地震・津波シミュレーション

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

地域連携減災研究

防災・減災対策

災害対応・復旧復興対策

地震・津波被害予測

東日本大震災教訓活用

防災・災害情報発信

【東日本大震災教訓活用】 東日本大震災での災害とその対応を整理し南海トラフの防災対策に活用する。

【地震・津波被害予測】 「巨大地震震源域調査研究」の成果等を活用して、地盤モデルや構造物への影

響等も考慮した、より現実的な地震・津波被害予測を実施。

【防災・減災対策】被害予測に基づき、災害に強い都市計画、避難行動対策等の防災・減災対策を研究。

【復旧・復興対策】人口・産業等の現状や将来見込み等に基づき、震災直後の応急対応、事業継続、復

興時の都市再建等の復旧・復興計画の策定を検討する。

【防災・災害情報発信】被害想定から避難行動、応急対応、復旧・復興に至るまで、広域の自治体の連携

による対応等を支援するための横断的な情報共有・発信システムの開発を行う。

（※）地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価 規模：M8～M9クラス、30年確率：70％

地域連携防災・減災研究 巨大地震震源域調査研究

H25

H26

H27

H28

H29

H30

H31

H32

・地域研究会の継続・拡充

・災害前→災害時→災害後における防災対策・

復旧復興活動を総合的に減災害に資するため

の議論を進めていく。

・最終年度に向けて、定期的にシンポや成果報

告会を開催し、地域研究会全体で成果を共有し

ていく。

・海域構造探査は南海トラフ～南西諸島域。沖合

詳細構造調査は南海トラフを中心に。

・津波履歴調査は四国→九州→琉球→紀伊半島

→東海

・自然地震観測等の調査・研究は南西諸島中心。

・シミュレーション研究は南海トラフより開始し、南

西諸島の調査観測の結果を随時取り入れる。

総合的取りまとめ

年

度

展

開

案

平成２９年度予算額 ：298百万円

（平成２８年度予算額 ：331百万円）



○東日本大震災を契機に自治体では被害想定や地域防災対策の見直しが活発化。一方で、災害想定が著しく引き上げられ、

従来の知見では、自治体は防災対策の検討が困難な状況。

○大学等における理学・工学・社会科学分野の様々な防災研究に関する研究成果を活用しつつ、自治体が抱える防災上の

課題を克服していくことが重要。

○一方で、研究の専門性の高さや成果が散逸している等の理由により、自治体の防災担当者や事業者が研究者や研究成果

にアクセスすることが難しく、大学等の研究成果が防災対策に十分に活用できていない状況にある。

【課題①：研究成果活用データベースの構築】

○研究機関、研究者、研究分野、研究成果、社会へ

の研究成果展開事例等を含むデータベースを構築

する。

○構築したデータベースをＨＰ等で全国に公開し、地

域の防災・減災対策への研究成果の活用を促進す

る。

【課題②：研究成果活用の促進】

○構築するデータベース等を活用し、地域の特性や

ニーズを踏まえ、産学官の体制で、地域において、

研究成果を活用した効果的な防災対策の検討を行

う。

○上記の成果は、研究成果の活用事例として、構築

するデータベースに随時反映させ、全国に公開する

ことで、地域の防災・減災対策への研究成果の活用

を促進する。

○研究開発と社会還元の好循環による防災研究の推進

○研究成果の活用や産学官の体制構築の促進による地域の防災力の向上

地域の防災力の向上のため、全国の大学等における理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果を一元的

にまとめるデータベースを構築するとともに、大学等の防災研究の成果の展開を図り、地域の防災・減災対策

への研究成果の活用を促進する。

災

大学の知

実証

研究

向上

社
会
還
元

防 力

地域防災対策支援研究プロジェクト

背景

事業概要

期待される成果

データ

ベース

の活用

データ

ベースの

充実

防災研究成果

（防災対策実践手法）

防災対策実践手法を推奨表示するHP

地域の防災

担当者の活

用を想定

防災研究者

・フェーズドア

レイ気象レー

ダーを活用し

た局地的風

水害対策（大

阪市福島区）

・地域ごとの

人材発掘と

課題、ニーズ

の洗出し（田

原市、幸田町、

津島市、半田

市、犬山市）

・地下水位低

下工法による

液状化抑止

対策（千葉市

美浜区）

課題①：研究成果活用データベースの構築 課題②：研究成果活用の促進

ほか4地域（計7地域）

・

・

・

各種基礎データベース群

・地震ハザードDB
・地すべり地形分布図DB
・災害事例DB
・研究者DB
・論文、特許等DB 等

地域の防災対策の課題・ニーズ

（事業実施期間：H25～H29（５年間））

平成２９年度予算額 ：40百万円

（平成２８年度予算額 ：40百万円）



政府の政策立案に活用された例

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」（国交省・内閣府・

文科省）での検討を踏まえ、自治体に津波対策の基礎資料を提供

内閣府「南海トラフ沿いの巨大地震による

長周期地震動に関する報告」に成果を盛り込み

「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会」

に研究成果を提供

日向灘M7地震

固着のはがれ

↓第３回調査部会資料2 
「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性

に関する調査部会（報告 別冊）」に対する

平成２５年以降に得られた科学的知見の加筆（案）

より抜粋

←第２回調査部会資料1 
主にシミュレーションの知見に基づいた南海トラフ

の震源域で見られる現象とその評価（堀委員）

より抜粋

日本海における大規模地震に関する調査検討会→
報告書（図表集）より抜粋

※断層形状の取りまとめ、

地震発生層の厚さ、すべ

り角など断層モデル構築

の資料を提供

↑概要資料：南海トラフ沿いの巨大地震による

長周期地震動について資料２ より抜粋



富山県津波浸水想定を策定（2017年5月）

地方自治体の政策立案に活用された例（計画・想定）

愛知県の地震対策アクションプランに震度モデルが活用

東京都防災会議の被害想定の見直しに貢献



地方自治体への還元（広報・ホームページ）

南海トラフ広域地震災害情報

プラットフォームを構築し、

プロジェクトの成果を統合して発信

東日本大震災の津波の発生状況・被害を映像でたどることができる

ＨＰ「動画でふりかえる3.11」を公開

地震時の被害やライフラインの復旧情報等

をシミュレーションできるＨＰを公開

津波による堆積物の調査の結果を自治体と

連携して広報（島根県）

災害遺構調査結果のパンフレット作成（愛知県）



高知減災エンス塾で高校生・市民を対象に災対策について講演

地域研究会で研究成果を地域に共有

地域防災リテラシーの向上を図る

学校での調査、ライフライン事業者の

津波対策アプリの試行的開発との連携、

動画の防災教育への活用につながる。

地方自治体への還元（報告会・研究会・講演会等）

一般向けは平成26年度から昨年

度までに３回、高校生向けは平成27年度から昨年度までに２回開催。

高校生向けは、教員の評価も高く、

毎年の開催が希望されている。ク

ラブ活動としての参加（科学部や新

聞部）例もある。

講演会を実施して広く研究の成果を一般に共有



熊本地震をはじめとした災害現場での検証・基礎自治体に導入するための道筋づくり

罹災証明書発行業務支援の様子2013年伊豆大島土砂災害

2014年福知山市水害 2015年京都市水害

2016年熊本地震

2011年東日本大震災からの復興過程

災害対策基本法の改正 （平成25年6月21日公布）

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト

における都市協議会（政策）の議論を踏まえて、被災者保護

対策の改善として、自治体による被災者台帳の作成を盛り

込む。

災害時に実装された例



政府の地震・津波調査研究の経緯

東北地方太平洋沖地震 発生

津波防災地域づくりに関する法律（平成23年12月公布・施行）

津波防災地域づくりの推進に関する基本的な指針（平成24年1月16日告示）

第八条第一項 都道府県知事は、基本指針に基づき、かつ、基礎調査の結果を踏まえ、津波浸水想定（津波

があった場合に想定される浸水の区域及び水深をいう。以下同じ。）を設定するものとする。

法第八条第一項に規定する津波浸水想定の設定は、基礎調査の結果を踏まえ、最大クラスの津波を想定

して、その津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深を設定するものとする。

・国の中央防災会議等により公表された津波断層モデルも参考にして設定

・中央防災会議等により津波の断層モデルが公表されていない海域は、津波痕跡等から最大クラスの

津波高を推定し、その津波を発生させる断層モデルの逆算を今後行っていく。

・最大クラスの津波の断層モデルの設定等については、国において都道府県に示すこととするが、これを

待たずに都道府県独自の考え方に基づき設定することもある。

平成23年

３月11日

平成23年12月

平成24年

１月16日

平成25年

４月

地震防災研究戦略プロジェクト（南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト、

日本海地震・津波調査プロジェクト）開始

自治体（北海道、秋田県、山形県、富山県、福井県、鳥取県、佐賀県等）から

地震・津波の研究調査に関する要望



（１）経 緯

・阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、全国にわたる総合的

な地震防災対策を推進するため、地震防災対策特別措置

法が議員立法によって制定された。

・同法に基づき、地震に関する調査研究の責任体制を明ら

かにし、これを政府として一元的に推進するため、政府

の特別の機関として「地震調査研究推進本部」を設置。

（平成７年７月）

○地震調査研究推進本部の構成

・本部長は文部科学大臣。本部員は関係府省の事務次官等。

・本部の下に関係省庁の職員及び学識経験者から構成され

る｢政策委員会｣と｢地震調査委員会｣を設置。

（２）地震調査研究推進本部の役割

① 総合的かつ基本的な施策の立案

② 関係行政機関の予算等の調整

③ 総合的な調査観測計画の策定

④ 関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、

分析及び総合的な評価

⑤ 上記の評価に基づく広報

※政策委員会は①～③と⑤を、地震調査委員会は④を担当

※地震調査研究推進本部員：内閣官房副長官、内閣府事務次官、

総務事務次官、文部科学事務次官(本部長代理)、

経済産業事務次官、国土交通事務次官

地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）

連携

調査観測、研究等の実施

（独）海洋研究

開発機構

（独）海洋研究

開発機構

（独）産業技術

総合研究所

（独）産業技術

総合研究所

（独）情報通

信研究機構

（独）情報通

信研究機構

（独）防災科学

技術研究所

（独）防災科学

技術研究所

（独）消防

研究所

（独）消防

研究所

調査観測、研究等の実施

文部科学省 国土地理院 気象庁 海上保安庁

（独）海洋研究

開発機構

海洋研究開発

機構

（独）産業技術

総合研究所

産業技術総合

研究所

（独）情報通

信研究機構

情報通信研究

機構

（独）防災科学

技術研究所

防災科学技術

研究所

大学

（独）消防

研究所

消防研究

センター

地震調査委員会

【役割】

・地震の発生確率や規模

等の評価を実施、公表 等

【役割】

・関係行政機関の予算等

の調整

・地震調査研究の基本方

針の策定 等

国、地方公共団体等の防災対策

調査観測データ、研究成果総合基本施策、調査観測計画

政策委員会

総合部会

調査観測計画部会

長期評価部会

強震動評価部会

津波評価部会

地震調査研究推進本部の概要



地震防災に関する政策体系における地震調査研究推進本部の位置づけ

中央防災会議（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に基づき、内閣府に設置）

防災基本計画（平成２９年４月）

◆第３編地震災害対策編 第１章災害予防 第１節想定される地震の適切な設置と対策の基本的考え方

○国（内閣府、文部科学省等）及び地方公共団体は、地震災害対策の検討に当たり、科学的知見を踏まえ、あらゆる可能性を考慮し

た最大クラスの地震を想定し、その想定結果に基づき対策を推進するものとする。

○地震の想定に当たっては、古文書等の資料の分析、地形・地質の調査などの科学的知見に基づく調査を通じて、できるだけ過去に

遡って地震の発生等をより正確に調査するものとする。なお、地震活動の長期評価、地震動及び津波の評価を行っている地震調査

研究推進本部と連携するものとする。

◆同編 同章 第４節地震災害及び地震防災対策に関する研究及び観測等の推移 （１）地震災害及び地震防災対策に関する研究の

推進

○地震調査研究推進本部は、地震に関する調査研究計画を立案し、調査研究予算等の事務の調整を行うものとする。また、関係行

政機関及び大学の調査結果等を一元的に収集するとともに、整理、分析し、総合的な評価を行い、これに基づき広報を行うものとす

る。

地震調査研究推進本部（地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）に基づき、政府の特別機関として設置（本部長：文部科学大臣））

＜主な事務＞

①地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について総合的かつ基本的な施策を立案すること

②関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調整を行うこと

③地震に関する総合的な調査観測計画を策定すること

④地震に関する観測、測量、調査又は研究を行う関係行政機関、大学等の調査結果等を収集し、整理し、及び分析し、

並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと

⑤④の評価に基づき、広報を行うこと

新総合基本施策（平成２１年４月～）

第１章 我が国の地震調査研究をめぐる諸情勢

第２章 基本理念と本施策の位置づけ（建議との関係）

第３章 今後推進すべき地震調査研究

１．当面１０年間取り組むべき地震調査研究の基本目標

２．横断的に取り組むべき重要事項

第４章 地震調査研究推進本部の役割



○ 地震災害から国民の生命・財産を守り、豊かで安全・安心な社会を実現するという国の基本的な責務を果たすため、10年間の環境の変化や地震調査研究の進展を踏まえつつ、

将来を展望した新たな地震調査研究の方針を示す「新たな地震調査研究の推進について」を地震本部において平成21年4月に策定。

○ 平成23年3月11日に東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波が発生し、死者・行方不明者約2万人という甚大な人的被害が生じたことを重く受け止め、東日本大震災におけ

る課題を明らかにし、それを克服する対策を検討した上で、「新たな地震調査研究の推進について」を地震本部において平成24年９月に改訂。

東日本大震災を踏まえた課題や教訓 地震調査研究の基本理念

・地震災害から国民の生命と財産を守るため、より精度の高い地震発生予測及び地震動・津波

予測を実現し、地震や津波の即時予測の高精度化に向けた調査研究を推進

・東海・東南海・南海地震、首都直下地震等の調査研究を戦略的に実施。また、東北地方太平洋

沖地震の震源域周辺、他の地域においても大きな被害を及ぼす地震及び津波が発生する可

能性があることを常に念頭において調査観測を推進

・調査研究の成果を発信することにより、地震による被害を最小限に抑えることの出来る社会の

構築に寄与

（１）基盤観測等の維持・整備

・ 海域のリアルタイム地震・津波観測網の整備

・ 海域における地殻変動観測網の整備 など

（２）人材の育成・確保

・ 国民が地震調査研究の成果を防災対策に活用する

ことを支援する人材の育成 など

（３）国民への研究成果の普及発信

・ 情報の受け手に応じた情報提供や最新の地震防災

に関する知見等を共有する場の構築 など

④ 国際的な発信力の強化

・ 二国間及び多国間での新たな枠組みによる地震・津波に関する共同調査観測・研究 など

⑤ 予算の確保及び評価の実施

（１）海溝型地震を対象とした地震発生予測の高精度化に関する調査観測の強化、

地震動即時予測及び地震動予測の高精度化

○ M9クラスの超巨大地震の発生や海溝型地震の連動発生等の可能性評価を含

めた地震発生予測の精度向上

○ 海域の地震観測網の活用等による緊急地震速報の高度化 など

（３）活断層等に関連する調査研究による情報の体系的収集・整備及び評価の高度化

○ 沿岸海域及びひずみ集中帯等の未調査活断層を対象とした評価の高度化

○ 短い活断層や地表に現れていない断層の評価の高度化

○ 活断層の詳細位置等を記した「活断層基本図」の作成 など

（４）防災・減災に向けた工学及び社会科学研究との連携強化

○ 工学・社会科学研究のニーズを踏まえた地震調査研究の推進 など

（２）津波即時予測技術の開発及び津波予測に関する調査観測の強化

○ 海域における津波観測網の整備及び調査観測の充実

○ 高精度な津波即時予測技術の開発 など

・「超巨大地震の可能性を検討していなかったこと」、 「調査観測データ不足

等により東北地方太平洋沖地震を評価の対象とすることができなかった

・東北地方太平洋沖地震により発生した津波の高さが過小評価であったこと

を踏まえ、津波即時予測技術の高度化が必要

・地震調査研究が着実に防災・減災対策に利活用されるよう、工学・社会科

学研究等との連携強化が重要 など

１．当面１０年間に取り組むべき地震調査研究

２．横断的に取り組むべき重要事項

背 景

新総合基本施策（平成24年9月改定後）概要



国立研究開発法人防災科学技術研究所法（平成11年12月22日法律第174号）

平成27年4月1日（昭和38年 国立防災科学技術センターとして設立）（平成 2年 防災科学技術研究所に改組）（平成13年 独立行政法人防災科学技術研究所に改組）（平成27年 国立研究開発法人防災科学技術研究所に改組）
３．目的

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的に行うことにより、防災科学技術の水準の向上を図ることを目的とする。（防災科学技術研究所法第４条）

５．職員数

平成29年4月1日 266名

４．役員

理事⾧ 林春男 理事１名，監事２名（うち非常勤１名）

２．設立

▲実大規模構造物の

破壊過程の再現

▲局地的豪雨等による

土砂災害の再現

▲地震津波観測網及び火山観測施設の運用

▲雪国に起こる様々な

現象の再現

大型実験施設を活用した研究開発

E-ディフェンス

（兵庫県三木市）

大型降雨実験施設

（茨城県つくば市）

雪氷防災実験施設

（山形県新庄市）

国立研究開発法人 防災科学技術研究所の概要（１）

１．設立根拠

基盤的観測網の運用

防災科学技術研究所法（平成１１年法律第１７４号）（抄）

（定義）

第二条 この法律において「防災科学技術」とは、天災地変その他自然現象により生ずる災害を

未然に防止し、これらの災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及びこれらの災害を

復旧することに関する科学技術をいう。

２ この法律において「基盤的研究開発」とは、研究及び開発（以下「研究開発」という。）であって

次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 防災科学技術に関する共通的な研究開発

二 防災科学技術に関する研究開発であって、国の試験研究機関又は研究開発を行う独立行

政法人に重複して設置することが多額の経費を要するため適当でないと認められる施設

及び設備を必要とするもの

三 防災科学技術に関する研究開発であって、多数部門の協力を要する総合的なもの



国立研究開発法人 防災科学技術研究所の概要（２）



防災科学技術研究所が運用する基盤的地震・津波観測網について（１）

基盤的地震・津波観測網

リアルタイムで

“揺れ”の情報を提供

• 観測データは、一般の方々、自治体等の行政機関、エンジニア、研究者等を対

象に、インターネットを通じて情報を公開。

• 地震学会（2013年秋季大会）の発表の内、基盤地震観測網データを利用したも

のは３割以上。特に、「地震活動」や「強震動・地盤構造」のセッションでは過半。

• データそのものや、データを活用した研究成果は防災行政に活用されている。



防災科学技術研究所が運用する基盤的地震・津波観測網について（２）

２．気象庁による震源決定の一元化処理

防災科研の貢献

・決定に用いた観測点

全体の6割弱が防災科研

の観測点

気象庁による一元化震源処理

気象庁は、関係各機関のデータを収集・整理して、年間12万個以上

の震源を決定しているが、全体の６割弱が防災科研の観測点。

１．緊急地震速報の開発・運用

主要動の到達前に

揺れの情報を伝達

防災科学技術研究所が設置した全国800ヶ所の高感度地震計による

データを有効活用し、緊急地震速報を開発（平成12年～18年）

防災科研の貢献

・アルゴリズムを気象庁等と共同で

開発・技術移転

・解析に必要なデータの8割を提供

緊急地震速報の配信開始

（平成19年10月～）

４．石油コンビナートの地震防災対策への貢献３．地震工学の進展による減災への貢献

高さ60m超の建築物は計算による安全性の検証が必要（平成12年建

設省告示1461号）。東京スカイツリーの設計等において、観測データ

を活用し、建設地の特性を考慮した検証用の地震動を作成。

構造計算による

設計段階での検証

東京スカイツリーの

耐震設計に使用

27

消防庁消防研究センターと連携し、石油コンビナート近傍の観測点の

データを用い、緊急消防援助隊の派遣先等の判断を正確かつ迅速化。

加えて、石油タンクの被害の推定に利用。

石油コンビナート地域の地震動被害

推定システム（消防研究センター）

◀ 東北地方太平洋沖地震時の解析事例

仙台よりも秋田、酒田、新潟、東京湾岸の方

が揺れが大きく、より厳重な警戒を要するこ

とがわかる。

2016年3月に気象庁が震源決定に用いた

観測点の延べ数の割合（防災科研調べ）

防災科研の貢献

・建設地近くの観測データの提供

・防災科研が観測データから求めた解析

結果も活用

防災科研の貢献

・推定システムに必要不可欠な

観測データを提供



ゲリラ豪雨等の観測網を実現

○局所的・突発的に発生するためこれまで把握

が難しかったゲリラ豪雨や竜巻に対し、防災科

学技術研究所が高分解能のMP（マルチパラ

メータ）レーダー技術を開発し、高精度な降雨

観測技術を確立。（平成12年～平成22年）

国民一人一人が、豪雨の状況推移を確認可能に

⇒

1kmメッシュ

30分間隔

500mメッシュ

5分間隔

国土交通省へ技術移転

高精度なリアルタイム雨量観測網（XRAIN）

として国民をはじめ関係機関で広く活用

（平成22年7月～）

XRAIN（MPレーダーネットワーク）

90%
14エリア38台

人口カバー率90%以上

狭い範囲で急発達する「ゲリラ豪雨」を捉える

ことに成功（平成20年8月雑司が谷）

 河川管理や水防活動の他、

様々な分野で活用

 気象庁高解像度降水ナウキャスト

 自治体の情報発信や警戒

 航空機や鉄道の安全運行

 スマートフォンやテレビ局による配信

緊急地震速報を実現 特に東日本大震災と

その余震を契機に広く活用

○防災科学技術研究所が全国約800ヶ所に設置した高感度地

震観測網（Hi-net）の地震計によるデータを活用し、緊急地震速

報の根幹となる即時震源推定技術を確立。（平成12年～18年）

主要動の到達前に

揺れの情報を伝達

気象庁へ技術移転

緊急地震速報として国民をはじめ

関係機関で広く活用（平成19年10月～）

携帯メールによる

一斉配信

スマートフォン・アプ

リを通じた情報提供

テレビ放送による配信

海域観測網の整備充実

陸海域観測データの統合により

新たな警報技術を開発中

S-net DONET

 誤報ゼロの地震予測の実現へ
 津波高誤差10％以下の実現へ

平成26年広島豪雨災害

 XRAINが捉えた観測情報を防災科研が

直ちに可視化し、ホームページ上で公表

一日140万件アクセスを記録

可視化技術の高度化に成功 ～２次元から３次元（＋鉛直方向）へ～

国立研究開発法人 防災科学技術研究所の成果例

Yahoo!天気など

のアプリに活用



 防災科学技術研究所が研究開発を進めている気象災害の早期予測技術を中核に、次世代センシング

技術、IoT情報技術、リスクコミュニケーションを取り入れ、民間企業等との密接な連携により、地域特

性・利用者ニーズに応じた気象災害予測情報システムの社会実装を目指す。

 理事長のトップセールスにより、新たな連携の拡充を進めている。

コンビニエンスストアの情報ネットワークと防災科研の技術・知見

を融合させ、大雪被害の軽減を目指す。

コンビニエンスストアの店舗・配送車等へのセンサー設置により、

首都圏の積雪観測点（現在18点）を最大100点以上に増加予定。

センサー情報を防災科研で集約・解析し、降積雪実況・予測をコ

ンビニエンスストアに情報提供。同社の物流ルートの最適化を

実現し、雪による経済損失を軽減。

 新たな連携に向けたネットワーク強化のた

め、「気象災害軽減コンソーシアム」を運営

大雪時の物流の確保と

降積雪実況･予測の高

精度化が両立し、互い

にwin-winな関係が成立

 コンソーシアムにおける関係者間の対話を

通じ、「攻めの防災」に向けた連携をス

ピーディーに実現（新たに民間企業25社と

共同研究・連携協定締結予定）。

気象災害軽減コンソーシアム

分 野 ：ゲリラ豪雨などの極端気象、雪氷、土砂災害

参加数 ：１58（社・機関・研究者等）

活 動 ：セミナー、ワークショップにより、課題や

ニーズ・技術シーズの情報交換を実施

産業界

大学等
自治体等

連携・対話

社会実装
気象災害軽減

コンソーシアム

社会実装
社会実装

新たな連携に向けたネットワークの強化 新たな連携事例:コンビニエンスストアとの連携

国立研究開発法人 防災科学技術研究所の産業界との連携事例


